The reinforcement of the cabinet functions by 飯野 賢一
論 説
内閣機能の強化を支える議論をめぐって


























































































制のあり方 ③解散権の役割 ④議会の役割 ⑤政官関係の再編成などに
ついては、おおよそ次のように把握されている。
①選挙の役割は、国民の多様な意見の議会への反映ではなく、国政の基
本政策とその遂行責任者の選挙民による直接選択にある（『国民内閣制』34
頁)。従って、小選挙区制の方が、比例代表制よりも国民内部での多数派
形成へのインセンティヴを与えやすいので「国民内閣制」に適合的であ
る。ただし、少数派の代表者が議会内に存在することのシンボリックな意
味や、国民に小選挙区制の理念がまだ共有されていない点を考慮すると、
純粋な小選挙区制も必ずしも好ましくないので、国民が小選挙区制の機能
に習熟するための移行過程として、小選挙区･比例代表並立制も試行価値
がある（?再論（上)」72-75頁)。
②政治においては、多様な価値観を基礎にする複数の政策体系から、最
終的には一つの政治プログラムを生み出さなければならない。国民が表明
すべきは、現実に実行される政治プログラムの選択であると考えられるか
ら、その選択を直接的に行うことを可能とする二党制の方が、国民の抽象
的意思を議会に反映させることに自己の役割を限定し、政治プログラムの
決定を代表者に委ねる穏健多党制よりも、?国民内閣制」に適合的である
（?再論（上)」68-69頁)。
③議院内閣制に組み込まれた内閣不信任と解散制度は、内閣あるいは議
会の暴走を阻止するためのチェック･アンド･バランスを目的とするより
は、政治が実行するプログラムが国民の多数派意思から乖離するのを阻止
することを狙いとする（?再論（上)」66頁)。
④議会の役割は、政策決定に置かれるのではなく、内閣のコントロール
に置かれる。そのため、議会の活動の中心主体は野党になる。?内閣中心
構想」は、行政国家の要請に応えるべく内閣を強化することで議会を弱体
化させるのではなく、同時に議会をも強化する（『国民内閣制』42頁)。
⑤内閣による官僚統制がうまく機能していないとすれば、それは内閣が
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官僚機構に取り込まれてしまい、内閣とその背後にある政党が、官僚と癒
着する構造が出来上がっているからである。従って、まず内閣を官から政
に取り戻し、政の中心に内閣を据えて、そのような構造の政を強化して官
の統制を実効化する必要がある。政の強化のためには、国民の支持が必要
であり、国民が明確に政策意思を表明し、その政策が与党に支持された内
閣により推進されるとき、政は明確な意思をもって官を統制しうる（?再
論（下)」94頁)。
⑵ 佐藤幸治の「内閣機能の強化」論
行政改革会議の議論をリードした佐藤幸治は、その会議の『最終報告』
の一節を引用しつつ、?行政改革の要諦は、肥大化･硬直化し、制度疲労
のおびただしい戦後型行政システムを根本的に改め、自由かつ公正な社会
を形成し、そのための重要な国家機能を有効かつ適切に遂行するにふさわ
しい、簡素にして効率的かつ透明な政府を実現することにある」として
(７)
いる。
このような行政改革の方向性を佐藤が打ち出す背景にあったのは、次の
ような事実認識である。敗戦後行われた「この国のかたち」の再構築を目
指す一大改革は、明治憲法下と変わることのない「先験的な実体的行政観
念」を自明視し、?行政各部中心の行政システム･官僚システムの持続性」
が図られた点で表層的なものにとどまっていた。そのため、こうした行政
権観念や実施機能を基軸とする省庁編成と行政事務の分担管理原則は、国
家目標が単純で、社会全体の資源が拡大し続ける局面においては効率的な
システムだったかもしれないが、限られた資源の中で国家として多様な価
値を視野に入れつつ選択的決断をしなければならない状況では、次第にそ
の限界が露呈し、①政治･行政における総合戦略性や機動性の欠如、②政
治･行政責任の所在の曖昧化、③行政各部の過重負担という問題点が明ら
かになった（『法の支配』194-200頁)。
(７) 佐藤＝高橋･前掲注（４)〔佐藤発言〕９頁。
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これらに対処するために佐藤が書いた処方箋は、ⅰ行政の守備範囲をよ
り限定的かつ明確にすること（規制の撤廃･緩和と地方分権の推進)、ⅱ内
閣機能の強化、ⅲ内閣が国民に責任を負う体制の制度化というものであっ
た（『法の支配』233-234頁)。
この中でも特に注目されるのは、佐藤が内閣機能の強化を憲法解釈論と
して補強するため、従来の憲法65条の「行政権」についての通説を批判し
た上で73条１号の「国務を総理する」という文言の意味の捉え直しを行っ
ている点である。すなわち、憲法73条１号の「国務を総理する」という文
言に、内閣が国政の運営に関する総合戦略･総合政策的発想に基づく総合
調整力を発揮することが要請されているという意味を読み取り、?行政権」
は単なる法律の執行にとどまらず、予算･外交･防衛などの国政全般に及
ぶ高度の統治作用･政治作用を行うことが求められているという解釈論を
展開している点である（『法の支配』223頁)。そして、この内閣機能の強化
のためには、?内閣は、内閣総理大臣の基本方針･基本政策を共有するホ
モジュニアスな集団」であるべきであり、?内閣総理大臣の指導性の発揮」
が不可欠だ、とされるのである（『法の支配』234頁)。
佐藤が引用する行政改革会議の『最終報告』では、内閣機能の強化の必
要性、その「首長」たる内閣総理大臣の指導性の重要性、内閣および内閣
総理大臣の補佐･支援体制の抜本的変革の必要性がうたわれ、その具体的
方策として、内閣の合意形成のプロセスとしての多数決の採用の可能性、
各省庁の幹部人事の内閣承認、内閣総理大臣の基本方針･政策の発議権の
法律上の明確化、“総合戦略の場”としての内閣官房の強化、その内閣官
房を助ける“知恵の場”としての内閣府の設置などが挙げられている
（『法の支配』234頁)。
このような内閣と内閣総理大臣の位置づけは、ⅲについて次のような政
治的含意を持つことになる。すなわち、国民と国会を一体的に捉え、その
「政治」が内閣と行政機関（官僚）とが一体化した「行政」をコントロー
ルするという従来の考え方から、国民･国会･内閣を一体的に捉えて「政
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治」と観念し、その「政治」が行政機関の専門的･技術的能力を活用しつ
つ、またそれをコントロールするという「かたち」への転換である。内閣
の「政治」機能を直視するならば、内閣と国民とのより直接的な結びつき
を考えるのが国民主権の要請するところであり、そのための制度として高
橋の「国民内閣制」論への共感が示されている（『法の支配』237-240頁)。
３．論点の整理
⑴ ?国民内閣制」論の位置づけ
高橋の「国民内閣制」論は、従来の議院内閣制論とは異なる側面が強調
されている。従来の議院内閣制論では、議会と内閣との関係が専ら権力分
立論の視点から捉えられ、その本質が問題とされてきたのに対して、?国
民内閣制」論では、議会と内閣との関係を考える上で「国民」という要素
が追加
(８)
され、民主政論の視点から議会と内閣の関係が位置づけられて
(９)
いる。もっとも、?国民内閣制」論が官僚統制の問題を扱い、国民による
行政のコントロールも視野に入れていることを考慮すれば、正確には「国
民―議会―内閣―行政各部」という四項関係を論じた議論と言うべきかも
しれ
(10)
ない。いずれにせよ、高橋の議論は、国民との関係を視野に入れた民
(８) 議院内閣制を「内閣―（選挙民）―議会」という三極構造のなかで再構成しよ
うとする試みは、阪本昌成によっても行われている（阪本昌成『憲法理論Ⅰ』〔補
訂第三版〕(成文堂、2000年）191頁。
(９) 議会･政府両機関の関係に着目する伝統的な「権力分立モデル」とこの両機関
と国民との関係に焦点を当てる「民主主義モデル」という二つのモデルから議院内
閣制論の捉え直しを行っているのが、大石眞である（大石眞『立憲民主制』(信山
社、1996年）185頁)。高田篤も、権力分立の文脈で論じられていた議院内閣制が、
徐々に民主制の観点から把握されるようになったことを指摘する（高田篤「現代民
主制から見た議院内閣制―『国民内閣制』論の意義･限界と議会･内閣の役割再検
討の視角（覚え書き)」ジュリスト1133号（1998年）71頁)。
(10) こうした四項関係の中で議院内閣制を捉えるべきことを主張しているのは、棟
居快行である。彼は、国民が行政を民主的にコントロールするというマクロの視点
から議院内閣制を把握し、内閣の解散権を国民の行政に対する民主的コントロール
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主政論という視点からの議院内閣制運用論なのである。
?国民内閣制」論のもう一つの留意点は、高橋の「統治の民主化」とい
う視点である。この視点からは、樋口陽一の図式化した「議会までの民主
主義」か「行政権までの民主主義」かという捉
(11)
え方はなされない。高橋の
場合には、議会の民主化と行政権の民主化が対立関係として現れるという
発想は存在せず、両者の一定の関係を前提として、そのシステムを通じて
行われる統治をいかに民主化するかが問題とされる（『国民内閣制』233
頁)。従って、高橋の議論からすれば、芦部信喜が議会政再生の方向とし
て提示した「政府国民直結型」か「議会主義復権型」かという
(12)
発想も受け
入れられないことになる。
以上の点に留意すれば、?国民内閣制」論は、権力分立という観点より
も民主政の観点に重心を置き、?統治―コントロール」という内閣と議会
の関係を前提にして、?統治の民主化」を現行システムの運用によって目
指す議院内閣制論と位置づけることができる。
⑵ ?国民内閣制」論に対する批判
【デモクラシー観の相違】
このような「国民内閣制」論に対しては、様々な批判がなされている。
以下では、最も包括的に問題提起を行っている高見勝利の批判を中心に取
り上げる。
高見は、レイプハルトの議論に依拠しつつ、?国民内閣制」の背後にあ
る国民の多数派が決定しその内閣が支配するという「多数派支配型」のデ
モクラシー観に対して、少数政党や社会的･経済的･民族的などの少数
者･弱者集団との間で、議会はもとより様々な段階における合意の形成に
のシステムを維持するためのものと位置づけ、解散要件とは関係のない従来の責任
本質説とは異なる「再構成した責任本質説」を説いている。棟居快行『憲法学の発
想１』(信山社、1998年）91-100頁。
(11) 樋口陽一『現代民主主義の憲法思想』(創文社、1977年）203-229頁。
(12) 芦部信喜『人権と議会政』(有斐閣、1996年）317-321頁。
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より民主政治の実現を目指す「合意形成型」のデモクラシー観からの批判
を
(13)
行う。高見が「合意形成型」を選択するのは、次の二つの理由による。
第一に、日本国憲法の規範構造の中には、参議院が抑制機能を発揮する可
能性、憲法の地方自治制の保障による中央集権の抑制構造、硬性憲法や違
憲審査制などによる多数派意思の貫徹への歯止め等、?合意形成型」の要
素が認められるため、憲法の規範構造は「合意形成型」を要請していると
考えられるからである。第二に、社会的･政治的価値が多様化するなか
で、二大政党が明確な対抗軸に基づいて体系的に首尾一貫した択一的な政
策を形成すること（＝多数派支配型の前提要件）は、必ずしも容易では
(14)
ない。従って、?二党制」よりもむしろ「穏健な多党制」を基礎に、変化
する状況に対応して柔軟に対応しうる「合意形成型」のデモクラシーを模
索する方がより現実的であるからで
(15)
ある。
こうした高見の議論の特徴は、レイプハルトの議論と高橋が依拠するデ
ュヴェルジェの議論とに多数派支配型―直接民主政／合意形成型―媒介民
主政という対応関係があると考え、憲法の全体構造や現在の政治･社会状
況から後者の議院内閣制の運用を選択するという点に
(16)
ある。
【選挙と選挙制度】
次に、選挙と選挙制度に関する高橋の見方に対して、高見は、①選挙と
は、そもそも政治的プログラムの選択ではなく、特定の地位（国会議員職）
につくべき人物の選任ではないのか、②選挙民は政策綱領に対して投票
(13) 高見･前掲注（１）10頁。
(14) 同様の批判として、本秀紀「『首相公選論』･『国民内閣制』･『内閣機能の強化』
―『行政権までの民主主義』論の再検討」法律時報73巻10号92頁、高田･前掲注
（９）76頁。
(15) 高見勝利「デモクラシーの諸形態」『岩波講座･現代の法３政治過程と法』(岩
波書店、1997年）58-60頁。
(16) 高見･前掲注（15）49-50頁、57-61頁。高見の立場は、基本的には芦部信喜の
立場と同じである。芦部も媒介民主政を選択している。芦部信喜『憲法と議会政』
(東京大学出版会、1971年）361頁、同『憲法叢説１憲法と憲法学』(信山社、1994
年）257頁。
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し、それを完全に受け容れるという前提は非現実的ではないか、③小選挙
区制の方が人物重視の選挙であり、政党が作成した名簿に投票する比例代
表制の方が政党重視の選挙なのではないか、という批判を行って
(17)
いる。
【責任統治】
また、高見は、ヘンニスの議論に依拠し、官職の観念を基礎とした代表
民主政における「責任統治」の意義を重視し、選挙は公職の候補者が選挙
民の信任を獲得するための戦いであるのに、その選挙に議員の選任･信任
を超えて「命令的委任」の付与という意味まで読み込めば、?政治的責任」
を問題にする余地がなくなるとする。そして、?国民内閣制」が目指すよ
うに、デモクラシーを「国民による決定」と解し、国民が選挙において
「決定」した政治プログラムを無媒介に内閣が忠実に遂行するとき、内閣
は国民に対して責任を負うとはいえないと批判している（?覚え書き」47-4
(18)
8頁)。
【官僚統制】
高橋の官僚統制の考え方についても、高見は、次のような疑問を投げか
けて
(19)
いる。①行政に対する民主的統制は、国民が選挙により事実上内閣
（首相）と結びつくだけで実現しうるほど容易なものではなく、立法権･
財政統制権･国政調査権などを有する国会が、世論を背景に、その活動を
通じて、行政に対して絶えず厳しい批判･監視をする必要が
(20)
ある、②国民
(17) 高見勝利「国民内閣制についての覚え書き」ジュリスト1145号（1998年）44-
46頁〔以下「覚え書き」と略記〕。
(18) 毛利透も「選挙は個々の政策への賛否を決定するための制度でないうえに、そ
もそも『責任』ある政策決定を行うのに適した制度でもない。だから、私は選挙の
主目的は権力者に信任を与える制度であると理解するヘンニスの『代表民主政』の
方が妥当だと考える」としている。毛利透「ドイツ宰相の基本方針決定権限と『宰
相民主政』」筑波法政27号（1999年）115-116頁。
(19) 高見とは逆に、?国民内閣制」においては「官僚政治」と政治もしくは政策形
成における「無責任の体系」という二つの弊害を克服しうるとして、岡田信弘は高
橋の議論に肯定的立場をとる。岡田信弘「書評 高橋和之著『国民内閣制の理念と
運用』」ジュリスト1077号（1995年）162頁、同「内閣制度と政官関係」ジュリスト
1089号（1996年）130頁。
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内閣制では公約実現のインセンティヴが強く、官僚に対する強い統制力が
働くとされるが、システムの違いは政党の公約実現に対するインセンティ
ヴの強さにそれほど差異を生じさせない（?覚え書き」50頁)、③高橋の内
閣（与党）―統治、議会（野党）―コントロールという枠組みで考えれば、
官僚に対する統制は、国民の多数派ではなく、むしろ国民の少数派および
議会の野党に期待すべきである（?覚え書き」51頁)。
【若干のコメント】
デモクラシー観に対する高橋と高見の対立は、?多数派支配型」／「合
意形成型」、?直接民主政」／「媒介民主政」という二つのモデルの理論上
の優劣ではなく、日本社会の現状認識を前提としたモデルの評価をめぐる
対立で
(21)
ある。そこで問題は、日本社会の特質をどう理解し、どちらのモデ
ルに沿ったかたちで制度を運用するのが妥当かということになる。筆者に
はここでこの問題を議論する余裕も能力もないので、さしあたり次の点だ
け指摘しておきたい。
多くの論者が批判するように、多様な価値観が存在している日本の社会
において、選挙の際に国民の多数派が支持する一貫した政治プログラムを
策定するのは困難であり、仮にそれが可能であるとするなら、そのプログ
ラムはあまりにも一般的で無内容なものとなるだろう。また、高見の指摘
するように、国民が選挙によって政策を直接選択し、それを受け容れてい
るという前提も非現実的だと思われる。仮にこのような前提をとれば、個
別の争点として提示された場合には国民の多数派が支持しないような政策
(20) 高見･前掲注（15）60頁。
(21) ここで留意すべきは、両者の視点にずれが存在することである。高見は、これ
らのモデルを?多数派支配型―直接民主政／合意形成型―媒介民主政>という対応
関係で捉えるのに対して、高橋はそうは考えない。だからこそ、高橋は日本の憲法
構造がレイプハルトのいう「合意形成型」に属することを承認した上で、デュヴェ
ルジェの議論に依拠して直接民主政的な運用が必要だと主張するのである（高橋和
之「現代デモクラシーの課題」『岩波講座･現代の法３政治過程と法』(岩波書店、
1997年）23-32頁)。なお、両者の議論の重なりとずれについては、本･前掲注
（14）89頁も参照。
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が、選挙によって政治プログラムとして承認されたからという理由で正当
化されかねない。こうした点を考慮すれば、?国民内閣制」論の前提には
問題があるように思われる。
また、高橋は、国民が政治プログラムを選挙によって直接選択するの
か、それとも議会での代表者による議論に委ねるのかという選択を、国民
が「自由の重みと責任を引き受けるか、自由から逃走するか」(?再論
（上)」75頁）という選択として語っている。これは、政治の失政の責任を
国民に転嫁し、国民の自己責任を強調する論法ともなりうるし、国民の決
定を名目に官僚が自己の権力行使を正当化する議論にもなりうるだろう。
このように見てくると、高見と高橋の立場には大きな隔たりがあるよう
に思われる。しかしながら、高橋も述べているように、議院内閣制の二つ
の運用様式は、モデルとしてはシャープな対比が可能だとしても、両者の
性格を混合しながら運用されているのが実態だろう（?再論（下)」94頁)。
高橋は「選挙によって国民が決定するのは、その時々の重要争点を組み込
んだ政治プログラムの基本的枠組みだけで、後は代表者に委ねる以外にな
い。この点からしても、実際には媒介民主政との違いは量的なものにとど
まるであろう」(?再論（下)」95頁）としている。そうだとすれば、二つの
モデルの相違はそれほど大きなものではなく、どちらのモデルに沿った制
度運用が望ましいかは、国際環境や経済状況の変化など、現実を取り巻く
外在的な状況変化によって変わってくるという見方も成り立つだろう。こ
れは、国民が直接選択すべき問題と代表者に委ねてもいい問題とは状況に
応じて変わってくるという見方である。いずれの制度運用を行うにせよ、
有効な手段を持たない野党にコントロールの役割を割り振るのは問題であ
り、責任概念を明確化した上で政府に対する実効的なコントロールができ
るような制度設計が必須となってくるだ
(22)
ろう。
(22) 昨今の改革との関連で責任の概念を論じたものとしては、高見･前掲注（１）
15頁以下、吉田栄司「内閣･国会の制度改革と日本国憲法」憲法問題12（2001年）
15頁以下、議会のコントロールについては、孝忠延夫「議会の機能の強化」ジュリ
スト1133号（1998年）105頁以下、大石眞『議会法』(有斐閣、2001年）107頁参照。
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⑶ ?内閣機能の強化」論と執政権説
佐藤の「内閣機能の強化」論の憲法解釈論上のポイントは、?行政権」
の意味の捉え直しにある。内閣は、単に法律の執行を行うだけではなく、
高度の統治作用も行うという執政権説と呼ばれる議論があることは周知の
事柄だ
(23)
ろう。佐藤の議論もその一種と受けとめることができる。これに対
して、高橋は行政を法律の執行と捉える法律執行権説を唱えている。この
両説の対立点から整理しておこう。
【執政権説】
執政権説を主張する阪本昌成は、日本国憲法の第５章にみられる「行
政」というタームは、統治の基本方針を決定する国家作用を意味する「執
政」と、国会の制定した法律の執行作用を意味する「行政」というふたつ
を指し、日本国憲法の英文のテクストでは、65条は「Executive Power
（執政権）は、内閣に属する」となっているのだから、65条のいう「行政」
とは「執政」であると
(24)
する。
また、阪本は「実質的意味の執政」を「政治過程を統治過程に移行させ
るために、全体として行政機関を統轄し、行政機関が法律を誠実に執行し
ているかどうか監督する作用」と定義し、実定法との関連では「実定法に
よる一般的･抽象的な規律になじまない活動、あるいは、法定立の性格を
有しない統治政策の立案･見直し等を指す」として
(25)
いる。この立場から
(23) 執政権など行政の概念に関する最近の文献としては、塩野宏「行政概念論議に
関する一考察」『法治主義の諸相』(有斐閣、2001年）所収、石川健治「政府と執
政」法学教室245号（2001年)、毛利透「行政概念についての若干の考察」ジュリス
ト1222号（2002年)、赤坂正浩「強いリーダーをわれわれの手で!?―内閣機能の強
化と首相公選論―」法学教室277号（2003年)、岩間昭道「憲法解釈における行政法
理論―憲法解釈における憲法学説と行政法学説の対話―」公法研究66号（2004年）
などを参照。
(24) 阪本昌成『憲法１国制クラシック』(有信堂、2000年）195頁。
(25) 阪本昌成「議院内閣制における執政･行政･業務」佐藤幸治他編『憲法五十年
の展望Ⅰ』(有斐閣、1998年）211頁。
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は、?防衛･外交や国家の基本方針に関する政策決定領域を指す執政は法
律から自由に形成される領域」ということに
(26)
なる。
これに対し、佐藤の議論は、次の二点で阪本のそれとは異なる。①佐藤
は「法律の誠実な執行と国務の総理（高度の統治作用）が憲法65条にいう
『行政権』の内実をなす」と考えるため（『法の支配』75頁)、65条の「行政
権」には阪本のいう「執政」と「行政」の二つが含まれることになる。②
佐藤は、国民主権に立脚し、国会をもって「国権の最高機関」にして「国
の唯一の立法機関」とする日本国憲法の下での「行政権」は、基本的には
国会の制定する法律によって具体的内実を付与されるものと解すべきであ
るとする（『法の支配』217頁)。これが意味するのは、たとえ「執政」とい
えども法律から自由に形成される領域ではないということであろう。従っ
て、この点で阪本の見解と対立することになる。しかし他方で、憲法上明
文のない国家緊急権や自衛隊の指揮監督権などが認められるという立場に
立った場合、国会による組織法的決定があれば内閣総理大臣にそれらの権
限が生じるという見解を佐藤はとって
(27)
いる。
こうした執政権説の立場から、高橋の法律執行権説は批判されている。
阪本は、法律執行権説は「国民内閣制」論の「内閣＝統治／国会＝コント
ロール」という図式とは整合していないと批
(28)
判し、佐藤は、行政権を「国
法の執行」と定義しつつ、そこに政治･統治の作用を含めるのは難しく、
安易に含めることは「法の支配」にもとることになると言う（『法の支配』
74頁)。
【?内閣機能の強化」論批判】
執政権説に基礎をおく佐藤の「内閣機能の強化」論に対しては、次のよ
うな批判がなされている。本秀紀は、?高度の統治作用」は議会の意思決
(26) 阪本･前掲注（８）369頁。
(27) 佐藤幸治他『ファンダメンタル憲法』(有斐閣、1994年)〔佐藤執筆〕230-232
頁。
(28) 阪本･前掲注（25）256頁。
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定と無関係に行われてはならず、国会が定めた事項を遂行するのに必要な
かぎりで内閣は「総合調整機能」を果たすのであって、内閣が独自に「総
合戦略」を練り上げたり、国政において独自のイニシアティヴを発揮でき
るわけではない、と
(29)
する。但し、この批判が、法律から自由に形成される
執政に対する批判だとすれば、阪本に対する批判にはなっても佐藤に対す
る直接の批判とはならないだろう。
毛利透は、執政権に属する多様な権限が「内閣」に属すると考えること
は、まさに政治の領域の中心にいる機関に憲法が明示的に認めていない権
限を認容することにつながる以上、権力統制を中心的関心事とする近代憲
法学にとってはあまりにも危険である、と批判
(30)
する。毛利の立場からは、
阪本の立場だけでなく、憲法に明示的に認められていない権限も国会の法
律によって内閣（総理大臣）に授権可能と解する佐藤の立場もとりえない
ことになる。
【高橋の法律執行権説】
本や毛利の批判は、行政は法律の執行であるとする法律執行権説の立場
からの批判と考えられる。高橋は、同じ法律執行権説に立ち、この立場を
次のように説明している。
行政権の意味を「立憲君主政モデル」で捉えると控除説的理解になる
が、これは国民主権を採用する日本国憲法の行政権には妥当しない。?国
民主権モデル」で立法と行政の性格を考えれば、立法とは「憲法の下での
始源的法定立」であり、行政とは法律の「執行」である。ここで「執行」
とは、行政権のあらゆる行為が法律に根拠をもたねばならず、行政が純粋
法学的意味で法律の実現として現れるということを表現するものである。
これは、内閣が国会の決定を受動的に執行するにすぎないということでは
なく、内閣は政治の中心にあって自己の政策をもち、その実現に必要な法
律案を国会に提案し、法律制定を獲得して政策を遂行していくことが期待
(29) 本･前掲注（14）91頁。
(30) 毛利･前掲注（23）134頁。
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されるということで
(31)
ある。
前述した執政権説からの批判に対して、高橋は、国務の総理･外交関係
の処理･条約の締結などの諸権限は憲法により内閣に明示的に帰属させら
れた権限であり、それを行政権の内容と解する必要はないと答えて
(32)
いる。
つまり、佐藤は、内閣の権限＝73条１号「法律を誠実に執行し、国務を総
理する」(行政＋執政）＝65条「行政権」と捉えるのに対して、高橋は、内
閣の権限＝65条「行政権」(法律の執行）＋憲法によって認められた権限
（執政権を含む）と考えているのである。両者は、65条の行政権の意味をめ
ぐっては対立しているが、執政権が内閣に認められる点では対立してはい
ない。
ところで、国家緊急権に関する高橋の見解を見てみると、高橋は「日本
国憲法は明治憲法下における濫用を反省して（国家緊急権の―引用者注）規
定を置くのを避けた。しかし、有事に対処するための法制を法律で定める
ことまで禁止したと解すべきではなく、人権保障や権力分立を完全に停止
するような内容でない限り、特定の場合の人権制限や行政権の強化を法律
で定めることは許されよう」(『立憲主義』290頁）としており、この点で再
度、佐藤の議論と合流する。
この点に注目すれば、高橋の意図は、本や毛利と同じ法律執行権説に立
つといっても、二人のように執政権説に見られる執政の法からの解放の契
機をとらえて批判するというよりも、?法定立―法執行」という段階構造
を重視し、その観点から行政を定義するということにあり、執政領域を内
閣に帰属させること自体を批判しているわけではなさそうである。?失わ
れた政治」を憲法に回復しようとする問題意識の点では、高橋は、本や毛
利よりも阪本や佐藤の立場に近いと思われる。高橋自身、次のように明言
(31) 高橋和之『立憲主義と日本国憲法』(放送大学教育振興会、2001年）224頁〔以
下『立憲主義』と略記〕。
(32) 高橋和之「統治機構論の視座転換」ジュリスト1222号（2002年）113頁〔以下
「視座転換」と略記〕。
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している。?私は、執政権（執行権）説が、政治の回復を目指すという問
題意識は共有するものの、それを行政権（のみ）の捉えなおしにより行お
うとする点には疑問を持つ。…憲法にアクションとしての政治を回復する
方法は、行政権を執政権（執行権）と捉えることによってではなく、政治
の領域と法の支配の領域を区別することによって行うべきだ」(?視座転
換」113頁)。
そこで次に問題となるのは、高橋の「政治の領域」と「法の支配の領
域」の区別の意味である。ここで行政権の概念をめぐる対立は、?法の支
配」や「権力分立」の意味をめぐる対立という、より広いフィールドへ移
行することになるのである。
⑷ ?法の支配」と「権力分立」をめぐって
【高橋の「法の支配」と「権力分立」の理解】
高橋の「法の支配」の理解のポイントは、それが権力分立の二つの側
面、すなわち機関相互間の抑制･均衡による「正しい法」の制定と「法定
立―法執行―法裁定」構造による法の「忠実な執行」の制度化に関連づけ
られている点である。そして、前者が「政治の領域」に、後者が「法の領
域」に位置づけられる。
高橋によれば、憲法は「政治を運営するためのルール」を定めたもので
あると同時に、?国民に対する権力行使を法により拘束しようとするプロ
ジェクト」でもある。そのため、憲法現象の分析に当たっては、?政治の
ルールの領域（政治の領域)」と「法の支配の領域（法の領域)」との区別
が必要とされる（?視座転換」111-112頁)。
他方、高橋によれば、?法の支配」の実現のためには、①権利保障を内
容とするという意味での「正しい法」の制定および②定立された法の忠実
な執行の制度的確立が必要である。①の課題を担う原理が、国民参加（国
民主権）とチェック･アンド･バランス（権力分立の一側面）であり、②の
課題を担うのが、?法定立―法執行―法裁定」という権力分立の段階構造
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で
(33)
ある。
?政治の領域」と「法の領域」との区別は、この①と②に対応しており、
①と②とパラレルなかたちで統治構造を理解するためのもので
(34)
ある。すな
わち、?政治の領域」で展開される活動を法に従わせるためには、その活
動を「法の領域」における法的言語に転換･翻訳して捉えることが必要で
あり、その場合の法的言語の構造が「法定立―法執行」と把握される。政
治活動は政策を策定し実行していく過程であるが、それを「法の領域」に
おいては「法定立―法執行」の連鎖として展開される段階構造として構成
し、それを通じて法的統制が可能となるというのである（?司法制度」４
頁)。
高橋は、この二つの領域を異なる枠組みで分析する。?政治の領域」で
は「アクション―コントロール」図式が用いられ、アクションを内閣が担
い、コントロールを国会が担うという「国民内閣制」の基底にあるイメー
ジで捉えられる。これに対して、?法の領域」では権力者の行為は「法定
立―法執行―法裁定」の枠組みで捉えられる（?視座転換」113-115頁)。
こうした観点から、?政治の領域」で問題となる機関相互のチェック･
アンド･バランスに関連した諸権限は、立法権･行政権･司法権の概念構
成にあたっては無関係と考えられ、専ら法の支配の観点から概念構成が行
われることになる。法の支配の制度化のためには①法定立と法執行の機関
の分離と②法執行と法裁定の機関の分離が必要であり、日本国憲法ではこ
の段階構造を「憲法→法律→命令→行政行為」と設定しているので、立
法＝憲法の下における「始源的法定立」、行政＝「法律の執行」、司法＝
「適法な提訴を基礎に、法の解釈･適用に関する争いを、適切な手続きに
(33) 高橋和之「司法制度の憲法的枠組」公法研究63号（2001年）４-５頁〔以下
「司法制度」と略記〕、『国民内閣制』337-339頁。
(34) 高橋和之＝山元一「行政権と司法権」井上典之･小山剛･山元一編『憲法学説
に聞く―ロースクール･憲法講義―』(日本評論社、2004年)〔高橋発言〕184-185
頁。
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従って、終局的に裁定する作用」と定義されることに
(35)
なる。
【佐藤の「法の支配」と「権力分立」の理解】
個人の「人格的自律」の尊重を基礎とする佐藤憲法学においても、?法
の支配」は「人格的自律」の実現を可能とする「適正な法」の「適正な適
用執行」と把握され、それを実現する制度的仕組みが権力分立であると捉
えられている。そこでは、①正しい法律の制定とその忠実な執行にかかわ
る立法府と執行府のそれぞれおよび両者の関係のあり方、②個人の権利･
自由が脅かされる具体的紛争において「法」の正しい解釈を通じて実効的
な救済を与える仕事にかかわる司法府のあり方、が課題とさ
(36)
れる。
①については、行政権についての「無限定的控除説」が批判され、?国
家の人民支配作用の中」という限定のついた「限定的控除説」と、権力分
立の目的を法治行政の確保と捉える「階層的」?横断的」権力分立観が採
用される（?権力分立」34頁)。②については、?法の支配」では、具体的な
争訟の適正な解決を目指す経験的な積み重ねを通じて形成される「法」に
対する深い信頼が看取されることが強調されている（?権力分立」39頁)。
このように、佐藤も「法の支配」を「権力分立」の「正しい法律の制
定」と「その忠実な執行」という二つの側面に関連づけて論じている点で
高橋と同じ考え方をしているのであるが、具体的な争訟の裁判を通じて形
成される「法」への信頼を強調する点で高橋とは異なっている。
ところで、こうした「法の支配」論は、佐藤が行政･司法改革にかかわ
る頃から、別の意味合いを持つようになって
(37)
くる。そこで強調され始める
のが、法秩序形成観の相違である。佐藤は、土井真一の
(38)
議論に依拠しつ
(35) 高橋和之「議院内閣制―国民内閣制的運用と首相公選論」ジュリスト1192号
（2001年）173頁、?視座転換」113-115頁、『立憲主義』255-257頁など。
(36) 佐藤幸治「権力分立／法治国家」樋口陽一編『講座･憲法学５ 権力の分立⑴』
(日本評論社、1994年）31頁〔以下「権力分立」と略記〕。
(37) 佐藤の「法の支配」論の構造と問題性を司法制度改革審議会中間報告と絡めて
論じるものとして、今関源成「『法の支配』と憲法学」法律時報73巻１号（2001年）
25頁以下参照。
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つ、?法治国家」と「法の支配」をその法秩序形成観の違いに応じて、次
のように対照的に描き出している。?法治国家」は、多様かつ無秩序な人
間の集合に対し、単一にして不可分の超越論的統治主体が、強力な意思力
に基づいて実現する理性的･統一的な秩序体であり、そこでは、演繹的に
実現すべき理念的原理の論理的体系と能動的で画一的な執行組織が前提と
され、?垂直下降型の秩序形成」観に立っている。これは、司法型秩序形
成と比べれば、はるかに行政型秩序形成と親和的である。これに対して、
?法の支配」は、自律的個人の共生ということから出発し、国民代表機関
である議会による法形成（法律制定）と具体的事件･争訟の適正な解決を
目指す司法による帰納主義的･経験主義的法形成を重視するものと捉えら
れている（『法の支配』218-220頁)。
このようにして佐藤は、?法の支配」と「法治国家」とを法秩序形成観
の違いという観点から区別し、日本国憲法の下では「法の支配」的秩序形
成観への転換が徹底されず、?法治国家」的秩序形成観が持続している点
を問題とする。そして、?この『法の支配』こそ、わが国が、規制緩和を
推進し、行政の不透明な事前規制を廃して事後監視･救済型社会への転換
を図り、国際社会の信頼を得て繁栄を追求していく上でも、欠かすことの
できない基盤をなす」という認識から、?法の支配」の拡充発展に向けた
抜本的施策を講じる必要があり、この「法の支配」の拡充発展と行政改革
とが表裏一体であることを主張している（『法の支配』204-206頁)。ここに
おいて、佐藤の「法の支配」の観念は、行政改革を推進するための理念と
して用いられるようになっているのである。
４．結びにかえて
?私は、自律的個人の創出と司法権の役割強化を軸に日本の『国のかた
(38) 土井真一「法の支配と司法権―自由と自律的秩序形成のトポス」佐藤幸治他編
『憲法五十年の展望Ⅱ』(有斐閣、1998年）102頁以下。
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ち』を作り替えようという佐藤さんの壮大なプロジェクトには、おそらく
憲法学者のなかでは最も強い共感を覚えている一人だと思ってい
(39)
ます」。
高橋憲法学と佐藤憲法学とが問題意識の基底で通じ合っていることは、こ
うした高橋の発言からも窺える。
もっとも、これまで見てきたように内閣機能の強化を正当化する両者の
議論構成は異なっている。高橋の「国民内閣制」論では、国民が首相と政
策を選挙によって直接選択することにより、首相のリーダーシップや内閣
の政策に民主的正当性が与えられ、それらの強化が正当化されるのに対し
て、佐藤の「内閣機能の強化」論では、内閣の「高度の統治作用」を肯定
する執政権説と「法の支配」の観念を媒介としてそれらの強化が正当化さ
れる。
両者とも、内閣機能の強化だけでは危険な面があることも意識してお
り、権力分立ないし抑制･均衡システムに対する配慮の重要性を指摘して
(40)
いる。しかしながら、彼らの議論では、法案提出権の内閣への実質的移
行、さらには広汎な行政裁量を認める法律や行政立法の増大など、?法律
による行政の原理」を空洞化させる事態の進行に対して決め手となるよう
なチェック手段はほとんど用意されてい
(41)
ない。これでは、機能が強化され
た内閣だけが統治機構において突出することになり、権力分立の均衡は崩
れ、?正しい法の制定」にチェック･アンド･バランスが働かなくなる可
(39) 高橋＝山元･前掲注（34）〔高橋発言〕191頁。
(40) 佐藤＝高橋･前掲注（４)〔佐藤発言〕13頁。高橋は、情報公開制度、オンブ
ズマン、行政手続法、行政訴訟におけるスタンディングの拡大措置等、行政のコン
トロールのための制度設計について、国会は今まで以上のイニシャティヴが期待さ
れるとする（高橋和之「立法･行政･司法の観念の再検討」ジュリスト1133号
（1998年）48頁脚注（15）参照)。
(41) 右崎正博「内閣機能の強化と国会」法律時報72巻２号（2000年）18頁。この点
で、行政の監視と評価についての次の論考が注目される。糠塚康江「政策評価と国
会―論点整理の試み―」杉原泰雄先生古稀記念論文集刊行会編『二一世紀の立憲主
義―現代憲法の歴史と課題―』(勁草書房、2000年）509頁以下、村上武則「行政の
監視と評価」公法研究62号（2000年）106頁以下参照。
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能性が高い。このような事態は「法の支配」に悖ることになろう。
機能の強化された内閣を国政の中心に位置づける統治システムの下で
は、国民の果たすべき役割が適切に位置づけられるかどうかも問題で
(42)
ある。高橋の議論では、選挙で首相と政策を選択した後、国民は次の選挙
までどのような役割を担わされるのかは明らかではない。また佐藤の議論
では、?自律的個人を基礎とし、国民が統治の主体として自ら責任を負う
国柄へと転換する」ことに行政改革が結びつかなければならないとされて
いるが（『法の支配』116頁)、自律的個人と内閣機能の強化は直接的には結
びつかないはずで
(43)
ある。さらに佐藤の議論では、人権保障に仕えるはずの
「法の支配」と行政改革との関連も不明確であり、両者を結びつける論理
には飛躍があるように思われる。
岩間昭道は、行政権概念を分析する際、佐藤と高橋の行政権概念を俎上
に載せ、両者を「統治作用に対する法律の拘束を強化する一方、憲法によ
る拘束を緩和する立場」と分類し、そのうえで佐藤に対して「立憲主義へ
のアフェクション」を基本とする佐藤の立場からすると、?憲法の枠組み」
を厳格に解して、重要な統治作用を内閣総理大臣に帰属させるためには特
別の憲法規定を要するとする立場をとるべきではないのかとの疑問を投げ
かけて
(44)
いる。岩間の立場からすれば、国家緊急権の法制化を認める高橋に
も同じことが言えるだろう。
このように、議論構成は異なるものの、内閣機能の強化を図り、その正
当化を行おうとする目的の点で高橋と佐藤の議論は共通している。しか
し、?法の支配」の観念になると、高橋は権力の行使を法に従わせるとい
う「法の支配」の目的にあくまでこだわるのに対
(45)
して、佐藤は「法の支
(42) 大沢秀介「行政改革と公共的空間」紙谷雅子編『日本国憲法を読み直す』(日
本経済新聞社、2000年）119頁。
(43) 石村修「内閣に対する民主的統制」杉原古稀･前掲注（41）491頁。
(44) 岩間昭道「憲法解釈における行政法理論―憲法解釈における憲法学説と行政法
学説の対話」公法研究66号（2004年）65-66頁。
(45) 高橋＝山元･前掲注（34)〔高橋発言〕191頁。
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配」を改革推進のための積極的理念として利用している。二人の憲法学の
相違が、?法の支配」の意義をめぐって明確に現れてくるのである。
内閣機能の強化を支える議論をめぐって（飯野) 323
